
ついては、国立病院等において、無料又は低額な費用によって診断書の交付を  

受けることができる。   

（2）生活保護法の被保護世帯についての本診断書の費用について  

生活保護法の被保護世帯については、無料又はできる限り低額で本診断書の  

交付を受けることができるよう配慮せられたいが、本診断書の交付を受けるた  

めに費用を負担した場合におい七は、生活保護法の運用上児童扶養手当の受給  

のための必要経費として収入から控除される。  

○陣容認定に係る再診の取扱い［昭和37年児発第752号］  

児童扶養手当障害認定診断書に所要事項がすべて記載されているが、その記載の   

みでは障寄の程度及び状億を的確に認定することが困難な場合には、児童扶養手当   

法第29条第2項の規定によりあらためて当該都道府県知事等が指定した医師の受   

診を命じ、そわ再診の結果を待って認定の可否を決定すること。  

なお、再診を委託する医療機関は、官公立病院（療養所）又はこれに準ずる医療   

機関であって障害の診断に必要な諸検査の設備が完備されていること。  
l  

1爛漫の生死が明ら鱒でない児童  

の生死が  かでない  

鼠比、  

○父農法良の生死が明らかでない場合とは、   

イ 沈没した船舶に乗っていた場合その他死亡の原因となるべき危難に遭遇し、そ  

の危機が去った後3ケ月以上生死が明らかでない場合   

ロ イ以外の場合であって、1年以上生死が明らかでないときがこれに該当する。   

【昭和36年児発弟1356号］   

なお、民法においては、特別失臨（危難失踪）の場合にあっては危難が去ってから  

1年間生死が明らかでないとき、家出などの普通失踪にあっては7年間生死が明らか  

でないときは失踪宣告ができることとされており、前者は危難が去ったときにさかの  

ぼり、後者は7年の失踪期間が満了した時に死亡したものとみなされる。したがって、  

父及法度が失投宣告により死亡したものとみなされたときは、温良憩膿胸ゑ靡逓ふ義  

母が死亡し  

（注意事項）  

生死不明の父鼠鼠色の生存が確終された場合、生存が確認された日をもって資格喪失する。戸  
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18．父又は母が法令により引き続き1年以上拘禁されている児童  17．父又は母が引き続き1年以上遺棄している児童  

○父基底魚が法令により拘禁されている場合とは、父見抜最が監獄又は警察官署に附   

属するいわゆる代用監獄である留置場（監獄法第1条）あるいは労役場若しくは監   

置場（同法第8条）に拘禁されていることをいう。拘禁とは、身体を継続的に拘束   

されている状態のことである。  

○遺棄とは、保護の断絶のことである。父為提邑が児童と同居しないで扶養義務及び   

監護義務を全く放棄している状態が1年以上にわたって継続していれば、ここにい   

う遺棄に該当する。したがって、出稼ぎ、入院のように特定又は不特定期間、就労、   

事業、療養などのため仮に別居しているが目的達成後帰ってくることが予定されて   

いる場合には、遺棄に吉亥当しない。［昭和36年児発第1356コ  

なお、遺棄の認定にあたっては、「児童扶養手当遺棄の終定基準について（通知）」   

（昭和55年児企第25号）を参考とすること。  

メールがあっ  

るのではな  
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㌢q．母が婚姻によらフ飢、で懐胎した児童lこ該当するかどうかが明  
らかでない児童  

19．母が婚姻によらないで懐胎した児章  

同じくす  る父又は  

○いわゆる「未婚の母の子」をいう。  

○平成10年8月1日政令の一部が改正され、母が婚姻によらないで懐胎した児童が   

父から罷知された場合も児童扶養手当を支給することとなったが、この場合におい   

て、児童扶養手当法第6粂第2項に規定する受給資格認定藷求に係る5年の請求期   

限は、改正政令の施行前に既に認知がなされている場合は、期間計算の始期（手当   

の支給要件に該当するに至った日）は、改正政令の施行日（平成10年8月1日）   

であること。［平成10年児発夢485号］  

○平成14年1月31日及び2月22日、最高裁判所において、3件の児童扶養手当   

資格喪失処分取消訴訟につき、改正前の児童扶養手当法施行令第1粂の2第3号括   

弧書（以下「本件括弧書」という。）に基づいて都道府県知事が行った児童扶養手   

当資格喪失処分を取り消す旨の判決があった。この最高裁判所判決を踏まえ、本件   

括弧書に基づき児童扶養手当資格喪失処分等を受けた者等に対し、児童扶養手当の   

支給を請求してきた場合には、■その者については本件括弧暑が当初から存在しなか   

ったものとみなして、手当を支給する。［車成14年雇児福発第0403002号］  

○菓児などで、母が児童を懐胎した当時の事情が不明である児童をいう。［昭和3、6   

年児発第1356号］  
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「′‾′■′‾′′′‾′‾′‾／ 
l  

ヽ きⅠ．認定請求書！［規則第1条・様式第1号］  
l ■■■ノ■■ノー′■■′■■■′一′■－′■■♪  

児童扶養手当の受給資格及びその額についての評定請求は、認定請求書に下記の書類  

を添付し提出する。  
■－－－●● －一 ■－■■一■ －■ － －－－ －－● －一一－－－ 一一一一一■一一 －－●－ －－ －－－－－ －－ －一・－－－－ －r 一一■ － － － － －－ － － －■－ ■ 一】－ － －一一 －■ －■  

；（注意事項）  ・  

l 

I  l  

； 牡第6条第2項が削除されたため、平成15年4月1日以降適用しない。ただし、平ミ Il  
：成15年4月1日において既に手当の支給要件に核当するに至った日から5年を経過し…  

； ている場合には、手当の請求をすることができないこと。  

ミ○認定にあたって留意すべき事項［昭和36年児発第1356号］  

…  本制度の特殊性及び手当の支給要件の複雑性にかんがみ、受給資格の認定にあたって：  
l  

． は、必要に応じ法第29粂の調査又は弟30粂の資料の繰出等を求め、また、簡明な事‡ ll  

；例を先に処理し、複雑な事例は後で十分審査する等、その適正な終定を期せられたい。：  l・ 
■  手当は、児童扶養手当牡第7粂により、終定請求の翌月から支給することとされてい：  t l  

l ； るが、請求時点は、市町村において、児童扶恭手当法施行規則上必要とされる添付書類：  

■  及び請求書の記載に不備がないものとして請求書を受理した時点である。  

ミ○羅定請求書に添付書類が不足している場合、文書でもって申請者に対し補正命令を出す…  

● ことになるが、この場合、期限を明示する（期限は、答類の不備の内容に応じて異なり、  

： 一定しているものではないが、常織的に考えて通常の場合であれば当然補正できると息： Il  

：ゎれる期限であること。）とともに、期限内に正当な理由がなく、補正がない場合には：  
I 

： 申甜を却下する旨を記入すること。上記の措置を脾じたにもかかわらず、期限内に申請： I  

；者から正当な理由なく補正がない場合には、申請を却下すること。［行政手続法第7剰≡  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＝＿＿＿＿＿＿＿＿●●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■－＿－，－－－－－－－＿＿J  

第3章 厚生省令で定める届出  

1評定請求啓に共通して必要な添付畜類  
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又は除かれた戸籍［規則第1条第3号］  

一一－－－－一－一一－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一－－－－■‾‾→‾‾‾‾†‾‾‾‾ 
l  

（注意事項）  

l ・戸籍謄本は、原則として交付の日から1カ月以内のもの； l  

［昭和48年児企第28号】  
l  

■－－■■■－■■■■■－－－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－●●  

・受給資格者及び対象児童の属する世帯全員のもの［規  

則第1粂第1号］  

－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾● 

（注意事項）  

l ・受給資格者と対象児童が別居している場合は、それぞれ；  

の世帯全員の住漫票を添付させる。  

l■■■■－■●●■■－■一一一■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－●  

（聞き取りにより作成）［昭和47年児企第37号1  

－－－－－－－…＝一－…－一一＝－‥－－‾‾…●‾‾‾‾‾‾‾……‾…■‾‖‾ 

’（注意事項）  

1 ：・市町村における国民年金主管課に保管されている関係カ  

－ド等と照合確降する。［昭和47年児企第37号］  

ト生魚真澄改に対し児童扶養手当法第30粂の規定に基づ  

l ：き手当の支給要件の審査を行うために必要な範囲内でデ  

一夕提供を求めることができる。［平成14年雇児福発  

t ：第0723001号］  

ト父長堤点死亡の場合は、遺族年金・遺族補償に注意する。 l  

ト父農法良障害の場合は、陣容年金の子の加算に注意す■る0  

：・受給資格者が、60歳以上の場合は老齢年金に注意する。  

。記載がされるまで時間がかかる場合には、  

：戸籍謄．（抄）本に代えて次の書類を添付することができ：  

るものとする。  

†＿】‥．．．、こ ：・戸籍法施行規則（昭和22年司法省令第94号）第：  
；66条第2項の規定に基づく離婚届受理証明書  

；● 調停調書、審判書又は判決書の勝本（審判書及び判：  
… 決書の謄本には、確定証明書を添付のこと）【平成1；  

：4年雇児福発第0730001号］  
l  

l l－…一一一－－－…－－…－…－＝－り－－＝－一一－い－－－－－－－■＝●＿…＿l  

・本人の申立書（民生委員・児童委員の証明が必要）［昭   

和48年児企第48号］  

・事実婚解消等閑書［平成10年児家第37号］  

‾‾‾‾‾－－‾‾‾－‾●一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－t－－－－－－－  

：（注意事項）  

l ：調書によ・り支給要件について疑義がもたれたときは、民i                                                                                    l   l  

l ：生・児童委員等関係機関に照会する等の方法により、軋 l  

I ：実関係の椒に努めること。［平成10年児家第37号］；  

l L－－…－…－－一＝－－－－－－－－－…－－－－－…－－…－－－‥…■■－…＿…l  

■父蓋戊毘死亡の記載がある戸籍謄（抄）本  

・医師又は歯科医師の診断書（様式第2号）［規則第1   

粂第4号コ  

・省令の別表に定める傷病に係るものであるときはエッ  

クス線直接撮影写真［規則第1粂第4号］  

■一一■－●－■■一■－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－■－■－－  

（注意事項）  
l  

O診断書が省略できる場合  

l ・国民年金の障害等級の1級に該当しているもの［昭和：  

36年児発第1374号］  
1  

1 0医師の診断音に添付されたレントゲンフイルムは返付す：  

る。  

l ‾‾■－－■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■一－－l  

（2）住民票  

②事実婚解消の場合  

（3）公的年金調書   

（2）父見抜魚死亡  

（3）父農法漫障害  

2 支給要件事由により個別に必要な添付書類  
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童の住所地の都道府県等と連絡協諮すること。［昭和5  

1年児企第36号］  

○別居監護申立書に附する証明は、別居監護の実態を母親   

の居住地の民生委員が知悉し、証明できる場合は母親の   

居住地の民生委員の証明で差しつかえない（別居先の証   

明をとるには要領をえないし、日数がかかり不便）が、   

卿こ通っている場合には、学校長又は寄宿舎の   

長の証明が望ましい。  

支給要件の事由  説  明  

（4）父農法盈生死不明  ■父農法盈の生死が明らかでない事実を明らかにする書  

類［規則第1粂第5号］  

→福祉事務所、警察署、その他の官公署、関係会社等   

の証明書［昭和48年児企第48号］  

・父見抜旦が1年以上遺棄している事実を明らかにする  

書類［規則第1条第5号］  

→・本人の申立書（福祉事務所長専の証明が必要）［昭  

和4 

・第1号調書［昭和55年児企第25号］  

・父農法旦が1年以上拘禁されている事実を明らかにす   

る審類  

［規則第1粂第5号］  

→刑務所、拘置所、その他の官公署等の証明書［昭和  

48年児企第48号コ  

・事実婚解消等調書［平成10年児家第37号］  

（注意事項）  

l  調書により支給要件について疑義がもたれたときは、民；  

生・児童委員等関係機昌射こ照会する等の方法により、事；  

実関係の碓捌こ努めること。［平成10年児家弟37号〕；  
l  

－－－－－－－－－－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

（5）＆鼠！主最速粟  

（6）父鼠法度拘禁  

・養育者が対象児童を養育していることを明らかにする  

畜類［規則第1粂第3号］  

→本人の申立書（民生委員、児童委員等の証明が必要）   

［昭和48年児企第48号］  

（注意事項）  

l  養育者が、児童を養育するものとして認定する場合であ：  

つて、児童の母が他の都道府県等の区域内に居住してい： l  

る場合には、あらかじめ当該母の住所地の都道府県等と； L  
l  

：連絡協議すること。［昭和51年児企第36骨〕   

ll   

・受給資格者の申立審（民生委員、福祉事務所長、申請  

者が入所している母子生活支援施設の級長等の証明   

が必要）   

I（注意事項）  

l い父の暴力、酒乱導から逃れるために住所を移し、現住所：  

：が、当苫亥父に知られると危害を加えられる虞が強い場合； ll  

：等住民票の移動ができないことに真にやむを得ない理由： 1  
1  

：がある場合に限り、現実の住所地の市区町村において受；  

上礼受給資格者が養育者  

の場合  （7）未婚の母子盈淀盆ゑ  

3 その他個別の事情により必要となるもの  

j乱受給資格者の住民票  

上の住所地と現実の  

住所地が違う場合   

［昭和60年児企第  

37号］  

支給要件の事由   説  明  

（1）受給資格者が母であ  ・別居監護している事実を明らかにする書類［規則第1  

って、児童と別居の  

場合   

：（注意事項）  

口 ：○母が、他の都道府県等の区域内に居住する児童を  

：ているものとして認定する場合には、あらかじめ   
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接着であることに留意する。この場合の生計同一関係については、秩税台帳及び住民票その他の  

公簿等の同居関係により確終する。  

理できる。  

申請を受理した都道府県等は、住民票所在地の都道府県ミ                                                                                l  

l 等と連絡をとり、手当が二重支給とならないことを確認：  
I  

する。  
l  

説  明  所得に関する事項  

受給資格者の前年（1月から6  

月までの間に請求するときは前  

々年。以下同じ。）の所得につ  

いての添付書類  

説  明  支給要件の事由  

・医師又は歯科医師の診断書（様式第2号）［規則第1  

条第6号］  

・省令の別表に定める傷病に係るも’のであるときはエッ  

クス線直接撮影写実［規則第1条第6号］  

－－－・・・■・－－－－－－－－－－－－－－－－－、一－－－－－－■■‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ l  

（注意事項）  

：○診断書が省略できる場合  
l  

．・対象児童が特別児童扶養手当の支給対象のとき。［昭：                                                                                    l  

： 和49年児発第518号］  

：・身休障害者手帳の1級～3級  

’・療育手帳A  

血対象児童が令別表第   

1に定める程度の障  

審にある場合  

・市町村長の証明書［規則第1粂第7号イ］  

・市町村長の証明書［規則第1条第7号イ］  

（1）令第3粂及び第4粂による所得  

額  

く2）法第9粂又は第9条の2に規定   

する扶養親族等（控除対象配偶   

者及び扶養親族）の有無及び数  

（3）所得税法に規定する老人控除対  

象配偶者、老人扶養親族及び特  

定扶養親族の有無及び数  

（4）令第4条第2項第1号から第6  

号の規定に該当するとき  

・市町村長の証明書［規則第1条第7号イ】  

・市町村長の証明書［規則第1条第7号ロ］  

（5）前年の12月31日においてそ   

の者の法第9条及び9粂の2に   

規定する扶養親族等でない児童  

の生計を維持したとき  

・受給資格者が前年の12月31  

日において児童の生計を維持し  

たとき  

・児童が障害の状態にある場合  

（6）括第12条第1項の規定に該当  

するとき  

4 所得に関する添付書叛  

－■－－－一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一－－－－  

（注意事項）   

○所得の状況の実質審査について［昭和48年児企第48号〕   

・市町村長の証明書を当醸受給資格者の住所地の市町村長から受けるときは、証明書の添付を要  

しない．この場合、市町村長は、紅明すべき事実につき株税台帳その他の公称によって審査し  

た旨を格定請求書に記戦する．〔規則第26粂第3項］   

・受給資格者、受給資格者の配偶者ヌは扶養義務者の所得額や、控除対象配偶者及び扶躾親族の有  

無及び数並びに老人扶獲親族の有無及び数については、株税台帳等により確降する。  

・扶養義務者については、受給資格者が母風速£である場合は、その骨品鎚と生計を同じくして  
ト  
r  いる扶獲幾務着であり、受給資格者が養育者である場合は、その者の生計を維持している扶養漉  

・事実を明らかにす’る書類〔規則第1条第7  

号ニ］  

→本人の申立書（民生委員、児童委員等の  

／証明が必要）［昭和48年児企第48号］  

・3の（4）と同じ  

・児童扶養手当被災状況書（様式第3号）［規  

則第1粂第7号ホ］   

→市町村長の証明が必要［昭和48年児企  
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第48号］  ・養育費等に関する申告書［平成14年犀児  

発第0726003号］   

規定する当該費用  

所得に関する事項  説  明  

配偶者がある受給資格者又は法  

第10粂に規定する扶養義務者  

がある母忍法蓋である受給資格  

者若しくは法第11粂に規定す  

る扶養義務者がある養育者であ  

る受給資格者の当該配偶者又は  

当該扶養義務者の前年の所得に  

ついての添付書類  

（注意事項）  

○認定請求審等に添付する請求者の申立書及び福祉事務所長、民生委員等の種々の証   

明書については、具体的事情を記入することのできるよう工夫されたいこと。［昭   

和39年児企第41号］  

5 認定請求書の処理について［準則］   

認定請求番の提出を受けたときは、おおむね、次により処理する。  

（1）受付処理簿（準則様式第1号）の件名」良風L欄及び受付J豊漁幽」欄に件名、   

氏名及び受付年月日を記入し、認定請求書の記載及びその添付書類等に不備がな   

いかどうか検討するエふ，  

なお、添付書類等が省略されているときは、認定請求害の余白に省略された書類   

の名称を記入するこよ。  

（2）認定請求書の記載に容易に補正£ゑ£よができない程度の誤りがあるとき、基臨   

£盟添付書類等に著しい不備があるときは、認定請求審を護蕊畳に返付し、受付処   

理簿の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入するこふ  

（3）、腰濾煮が返付された終定請求書を補正して再提出したときは、．受付処理辞の受付  

、戯敗L欄に再提出受付年月日を記入すること。  

（4）認定請求書の記載及びその添付書類等に不備がないときは、受付処理辞の受理欄   

及び認定請求書の市区町村受付年月日欄に受理年月日を記入するとともに、諷重畳   

に終定請求書申請求年月日を記入させること。  

（5）瓢定請求書の記載及びその添付書類等の内容を審査£ゑニーとふ、  

なお、請求に係る事実を明確にするため、特に必要があると艶めるときは、法泉   

29条の規定による調査を行い、又は、法第30粂に規定する措置をとるこよ。  

・市町村長の冨正明書［規則第1粂第8号イ］  

・市町村長の証明事〔規則第1粂第8号イ】  

（1）令第3条及び第4粂による所得  

額  

（2）捷第10条に規定する扶養親族  

等（控除対象配偶者及び扶養親  

族）の有無及び数  

（3）所得税法に規定する老人扶養親  

族の有無及び数  

（4）令第4粂第2項第1号から第b  

号の規定に咳当するとき  

（5）法第12粂第1項の規定に該当  

するとき  

・市町村長の証明書［規則第1粂第8号イ］  

・市町村長の証明書［規則第1粂第8号ロ］  

・児童扶養手当被災状況音（様式弟3号）［規  

則第1粂第7号ホ］  

→市町村長の証明が必要［昭和48年児企   

第48号］  

受給資格者が母であり、前夫か  

らの児童の養育に必要な費用に  

関し受取人が母菱ふま、娃児童の  

場合又は受給資格者が父であり  

（6）審査の結果、受給資格があるものと   

決定したときは、次によるこよ。  

ア．受付処理簿の審査結果欄に認定の旨を記入するこ£。  

イ・当該受給敗者についての番号を認定順に決定し、番号膵（準則様式第2号）   

に当該所定事項を記入するこよ。  

ウ．当該受給資格者につき、受給資格者台帳（準則様式第3号）を作成するこよ。  

エ．当該受給資格者にづき、台帳索引葉（準則様式第4号）を作成し、台帳索引帝  

堤鼻曳換金  

前年の所得についての添付書類  

（1）政策9粂第2項及び令第3条に  
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を整理する£よ。  ノ 

［規則第絹．様式第。号］  
＼                                         ヽ ヽ．－′．一′一′■■′一′■■r／■■′一′。■■・′J■′一口■▲  

児童扶養手当の支給を受けている者が、新たに監護し  

凰鼠まふエ巳ゑ又は養育する児童があるに至った場合ゐ手当額の改定請求は、手当額改  

定請求書に下記の書類を添付し提出する。  

1手当額改定請求書に共通して必要な添付書類  

（7）審査の結果、受給資格があると認定した着であって、手当の全部又は一部を支給  

停止する曳曳と決定したときは、次によること。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に終定及び手当の全部又は一部を支給停止する旨を記  

入すること。  

審  塀   説  明   

（1・）戸籍抄本  ・新たな対象児童のもの［規則第2粂第1号］ 

・請求者が養育者の場合は、対象児童の父母の戸籍又は除かれ  

た戸籍［規則第2粂第2号］  

（2）住民票   ■新たな対象児童の属する世帯全員のもの［規則第・2条第1号］   

こついての  

ミ守．ミ・こ七、ゞ′、．  

2 個別の事情により必要となるもの  

については、言正   

（8）審査の結果、受給資格がないものと決定したときは、次による£ふ   

ア．受付処理辞の審査結果欄に却下の旨を記入するエよ。   

イ．静定請求却下通知審（規則様式第12号）作成し、こぬを請求者に交付するこ   

よレ  

ク．受付処理簿の処理経過欄に認定請求書却下通知書交付年月日を記入するエふ  
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（1）受付処理簿の件名、胤、欄及び受付J毘致愚L欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、手当額改定請求書の記載及びその添付書類等に不備がないかどうか検討   

するこよ。   

なお、添付書類等が省略されているときは、手当額改定請求書の余白に省略され  

た書類の名称を記入するこよ。  

（2）手当額改定請求書の記載に容易に補正できない程度の誤りがあるとき、品提孟盟   

添付書類等に著しい不備があるときは、手当額改定請求書を亀酪農放煮に返付し、   

受付処理簿の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入するこよ。  

（3）畳紙放煮が返付された手当額改定請求書を補正して再提出したときは、受付処  

理辞の受付胤欄に再提出受付年月日を記入するよよb  

（4）手当額改定請求書の記載及びその添付書類等に不備がないときは、受付処理繚の   

受理欄及び手当額改定請求書の市区町村受付年月日欄に受理年月日を記入するとと   

もに、急鎗資應煮に手当額改定請求香の請求年月日を記入させるこよ。  

（5）手当額改定請求書の記載及びその添付普類等の内容を審査するこよ。   

なお、請求に係る事実を明確にするため、特に必要があると認めるときは、法泉   

29粂の規定による調査を行い、又は、法第30粂に規定する措置をとる三上。  

（6）審査の結果、手当額を改定すべきものと決定したときは、次による三′よ。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に改定の旨を記入するこよ′。   

イ．受給資格者台帳に2£所要事項を記入するよよ。   

ウ．手当額改定請求書に添えられた証書に、その改定に関する所要事項を記載し、  

又は新たな証啓を作成する。  

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄すること。   

エ．肋当額改定通知書（様式第13号）及び証書を交付し、   

受給資格者台帳の証書欄に証書交付年月日を記入するこよこ瓦鼠立入、会艶去絵像   

3 新たな対象児童の父母がその他の対象児童の父母と異なる場合に必要な添付書類  

説  明  支給要件の事由  

・医師又は歯科医師の診断書（様式第2号）［規則第2  

粂第3号］  

・省令の別表に定める傷病に係るものであるときはエッ  

クス線直接撮影写真［規則第2粂第3号］  

・父農法虔の生死が明らかでない事実を明らかにする書  

類［規則第2粂第3号］  

→福祉事務所、警察署、その他の官公署、関係会社等   

の証明書［昭和48年児企第48号］  

・父盈法度が1年以上遺棄している事実を明らかにする   

害按［規則第2粂第3号］   

→・本人の申立書（福祉事務所長の証明が必要）［昭  

和48年児企第48号］   

・第1号調書［昭和55年児企第25号］  

・父農法盈が1年以上拘禁されている事実を明らかにす   

る書類［規則第2粂第3号］   

→刑務所、拘置所、その他の官公署等の証明書［昭和  

48年児企第48号］  

・事実婚解消等調書［平成10年児家第37号］   

（1）父農法盈障害  

（2）父盈淀盈生死不明  

（3）＆盈法最速莱  

（4）父盈肱鼠拘禁  

オ．受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するよと。  

（7）審査の結果、請求に基づく手当額の改定をしないものと決定したときは、次によ   

ること。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に却下の旨を記入するよよ。  

イ・触手当額改定請求却下通知審（様式第14号）及び従前   

の証書を交付し、受給資格者台帳の証書側に狂喜返付年月日を記入するこよ。あ   

（5）未婚の母子農法蓋孟  

（注意事項）   

・1．認定請求審を参照  

4 手当額改定請求書の処理について［準則］   

手当額改定請求書、脱ゑLの提出を受けたときは、おおむね、次により  

処理する。  

こよん  

り．受付処理辞の処理経過欄に処理済年月日を記入するエよ。  
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「′‾′‾′‾′‾′‾ノ‾′‾ノ‾′ 
1  

iⅢ．手当境改定届i［規則第3粂・様式第5号］  
ヽ                                ヽ ヽ一ノー■・′一■・′■■■ノ■■′■－ノ．－・′■■ノー■′▲  

「′‾′‾′‾′‾′‾′‾′‾′‾′‾′ 
l  

ミⅣ・支給停止関係届i［規則第3粂の軍・様式第5号の2］  
▲■■′′■＿′′■■ノ■－′■■ノJ■′′■′■■′′′．－▲  

受給者が、手当の全部又は一部の支給を受けなし〕こととなる事由が生じたとき、14  

日以内に、支給停止関係届に下記の吾猿を添付し振出する。  

受給資格者が、手当の全部又は一部を受けないこととなっている事由が消滅したとき、  

14日以内に、支給停止関係届に下記の善類を添付し提出する。  

1手当の支給を受けない事由が生じたときの添付吾類  

児童扶養手当の支給を受けている者が、その監護し  かつ、こ  

皿ゑ又は養育する児童の数が減じた場合、手当額改定届を提出する。  

1手当額改定届の処理について［準則］   

手当額改定届の提出を受けたときは、「且・手当額改定請求書」に準じて処理する。   

なお、職権に基づいて手当額の減額の改定を決定したときは、おおむね、次の手続  

きによる。  

説  明  所得に関する事項  

j礼受絵姿格者台帳に所要の事項を記入する£よ。  

j孔触手当額改定通知書を蔑皮b  

〔 

所得の高い扶養義務者に扶養さ  
れるようになった場合の当該扶  
養義務者の前年所得についての  
添付書類  

・市町村長の証明書［規則第1粂第8号イ］  

・市町村長の証明書′［規則第1粂第8号イ］  

（1）令第3条及び第4条による所得  

額  

（2）法第10粂に規定する扶養親族   

等（控除対象配偶者及び扶養親  

族）の有無及び数  

（3）所得税捷に規定する老人扶養親  

族の有無及び数  

（4）令第4条第2項第1号から第且  

号  

（5）法第12灸第1項の規定に該当  

するとき  

j軋証書提出命令書に基づき、受給餐施者から証書の交付を受けたときは、次による   

㍊。   

ア．証書提出命令書に基づき提出された証書に、その改定に関する所要事項を記載  

し、又は新たな証書を作成する㍊′。  

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄すること。   

イ・証書を受給糞愚者に交付し、受付処理辞の処理経過欄及び受給資格者台帳の証   

書欄に証書交付年月日を記入する芸．よ。  

・市町村長の証明書［規則第1粂第8号イ］  

・市町村長？証明書［規則第1条第8号ロ］  

・児童扶養手当被災状況書（様式第3号）［規  

則第1粂第7号ホ］  

→市町村長の証明が必要［昭和48年児企   

第48号］  
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届」の文字及び該・非欄の「非」の文字を○で囲み、所得欄に必要な事項を記入  

2 手当の支給を受けない事由が消滅したときの添付書類  する忘．よ。  

ウ．証書未交付者については、新たに証書を作成し、  していない  

所得に関する事項   説  明   

こととなる事由が消滅したこと  

を明らかにすることができる昔  

手当の全部又は一部を受けない   類  
・所得の高い扶養義務者が拘禁さ  ・拘禁されている事実を明らかにする書類   

れた場合   →刑務所、拘置所、その他の官公署等の証  

明春［昭和48年児企第48号］  

また、支給停止関係届に証書が添付された場合におい   

ては、当該証書に所要事項を記載する芸．よ。  

エ．豊艶胤～支給停止解除通知書（準則様式第且号）盈烹産農ゑ交   

付し、受給資格者台帳の証書欄に証筈交付年月日を記入する主よ．。  

オ．受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ。  

（6）審査の結果、手当の全部又は一部を支給停止とすることと決定したときは、次に   

よるこよ。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に手当の全部又は一部を支給停止とする旨を記入する   

主よ。   

イ．受給資格者台帳の区分欄に所得の年を記入し、届出の有無欄の「有J・「関係   

届」の文字及び該・非欄の「該」又は「一部該」の文字を○で囲み、所得欄に必   

要な事項を記入する£よ。  

（注意事項）   

エ・認定請求書を参照   

3 支給停止関係届の処理について［準則】   

支給停止関係届の提出を受けたときは、おおむね、次によヱエ処理する。  

（1）受付処理辞の件名～建癌⊥欄及び受付、エ霞農奴L欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、支給停止関係届の記戦及びその添付審頬等に不備がないかどうか検討す   

るこよ。なお、添付書類等が省略されているときは、支給停止関係届の余白に省略   

された書類の名称を記入するこよ。  

（2）支給停止関係屈の記載に容易に補正できない程度の誤りがあるとき、農法添付審   

輝等に著しい不備があるときは、支給停止関係届を受給資格者に返付し、受付処理   

辞の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入する三′よ。  

（3）受給資格者が返付された支給停止関係届を補正して再提虻したときは、受付処理   

枠の受付」露農奴L欄に再提出受付年月日を記入する£よ。  

（4）支給停止関係届の記載及びその添付書類等に不備がないときは、受付処理簿の受   

理欄及び支給停止関係届の市区町村受付年月日欄に受理年月日を記入するととやに   

受給資格者に支給停止関係届の届出年月日を記入させ、その内容を審査するこふ  

なお、届出に係る事実を明確にするため、特に必要があると認めるときは、準急   

29粂の鱒定による調査を行い、又は、法第30粂に規定する措置をとる£よ。  

（5）審査の結果、手当の全部を支給することと決定したときは、次によるこよ。   

ア．受付処理枠の審査結果欄に支給停止解除の旨を記入する£よ。   

イ．受給資格者台帳の区分欄に所得の年を記入し、届出の有無欄の「有」・r関係  

盈弧また、支給停止関係届に証書が添付された場合において  

は、当該証昔に所要事項を記載£ゑ品′、   

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄するこよ。  

は返付し   エ．当雷  

については  

比弧  

（7）職権に基づいて手当の全部又は一部を支給停止とすることと決定したときは、お  

おむね、次  によって  

ア．受給資格者台帳に所要の事項を記入するこよ。  

イ．呈紘急患農濃度に支給停止通知書を交付し、受給資格者台帳の備考欄に支給停   

止通知書交付年月日を記入する££。   

証書を提出させる必要がある場合は、証書提出命令書（準則様式第且号）も併   

せて交付するこふ  

ウ．証菩提出命令書に基づき、受給者から証書の送付を受けたときは、次による£   

yyO 
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（ア）証書提出命令書に基づき提出された狂喜に、手当の一部の支給停止に関す   

る所要事項を記載し、又は新たな証書を作成するこよ。  

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄するこふ  

（イ）肋〉証書を交付し、受給資格者台帳の証書欄に証書交   

付年月日を記入するこよ。  

除 外事由  止適用   ！Ⅴ．－  

している  

こととしてい   

jご主．とこヒム．．＿  

1．一部  

＆級数弧  

があるため、克  業するこ  

容に応じ2  さかのぼって  われれば  

に手当の  

るに至った日の  
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によって処理す  

寸処理辞  

がないかどう  
を記入し   
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→福祉事務所、警察署、その他の官公署、関係会社等   

の証明書［昭和55年児発企第488号］  

父農法急が1年以上遺棄している事実を明らかにする  

番猿［規則第4粂第5号］  

→・本人の申立書（民生・児童委員、福祉事務所長・   

市区町村長等の証明が必要）〔昭和55年児発第4   

88号］  

・父農法急が1年以上拘禁されている事実を明らかにす   

る書類  

［規則第4粂第6号］  

→刑務所、拘置所、その他の官公署等の証明書［昭和  

55年児発第488号］  

・児童の戸籍の謄本（抄本）［規則第4粂第7号］  

「′‾′‾′‾ノ‾′‾ノ‾ 
t  

§盟・現況屈 も［規則第4粂・様式第6号】                           ヽ ■－′－′一ノーノー′■■′J■▲   

（2）会見抜足遺棄  

受給資格者は、毎年8月1日から8月31日までに、現況届に下記の草類を添付し提  

出する。   

（3）父農法邑拘禁  
（注意事項）   

○受給資格者が定時の現況届を提出しない場合における取扱い  

定時の現況届は、施行規則第4粂の規定に基づくものであるので、児童扶養手当法上の根拠規虐  

は第28粂である．したがって現況屈を提出しない受給資格者については、法第15粂の規定に基  

づき、手当の支払の一時差止めが行われることとなるが、現況届を堆出しないことを理由として受  

給資格喪失の処分を行うことはできない。しかし、現況届未提出者の当校所得を職権により調査し、  

その所得額がそれぞれの支給制限額を超えること又は以上であることを確絶した場合においては、  

支給停止の処分を行うことができる。   

○現況届の容査の時に公的年金受給や再婚などの実態が明らかに確終できた場合、資格喪失届の埠出  

がなくても職権で資格喪失してよい。また、債権が発生している場合も同様に取り扱ってよい。［昭  

和55年児企第29号］  

（4）母が児童を懐胎した  

当時の事情が不明な  

児童（東児等）  

3 その他個別の事情により必要となるもの  

1現況届に共通して必要な添付書頬  

書  類   説  明   

（1〉住民票   ・受給資格者及び対象児童の属する世帯全員のもの［規則第4  

粂■第1号1   

2 支給要件事由により個別に必要な添付書類  
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」乱受給資格者が孤児等  

養育者の場合  

［昭和55年児企第488号］  

［規則第4粂第3の2］  

・対象児童の父又は母が死亡しているときは、当該児童   

の父又は母の戸籍又は除かれた戸籍の謄本（抄本）  

（注意事項）  

既に上記書類を捷出しているときは、添付を要しない．：  

⊥規則第4粂］  
】  

4 所得に関する添付書類  

説  明  所得に関する事項  

〔 

受給資格者の前年の所得につい  

ての添付春枝  

・市町村長の証明書［規則第1粂第7号イ］  

・市町村長の証明書［規則第1条第7号イ］  

（1）令第3粂及び第4条による所得  

額  

（2）法第9条又は第9粂の2に規定  

する扶養親族等（控除対象配偶  

者及び扶養親族）の有無及び数  

（3）所得税法に規定する老人控除対   

・対象児童の父又は母の生死が明らかでないときは、そ   

の事実を明らかにすることができる書類  

→2－（1）参照  

・対象児童の父又は母が、1年以上拘禁されているとき   

は、その事実を明らかにすることができる書類  

→2－（3）参照  

・対象児童の父又は母が明らかでないときは、当該児童   

の戸籍の謄本（抄本）  

・急挨過渡煮の申立書（民生季長」露盤農務戯長、申請  

・市町村長の証明書［規則第1粂第7号イ】  

戯鵬数  

（4）令第4粂第2項第1号から第且  

号の規定に該当するとき  

（5）受給資格者が前年の12月31  

日においてその者の法第9条及  

び9粂の2に規定する扶養親族  

等でない児童の生計を維持した  

とき   

①受給資格者が前年の12月31  

日において児童の生計を維持し  

たとき   

②児童が障審の状態にある場合  

・市町村長の証明書［規則第1粂第7号ロ〕  

（4）急魔慶應煮の住民票  

上の住所地と現実の   

住所地が違う場合   

［昭和60年児企第3   

7号］  

者が入所している  

が必要）  

等の証明  

・事実を明らかにする畜類［規則第1条第7  

号公］  

→本人の申立昏（民生委員、児童委員等の   

証明が必要）［昭和48年児企第48  

注意事項）  

・父の暴力、酒乱等から逃れるために住所を移し、現住   

所が、当該父に知られると危害を加えられる虞が強い場   

合専任民葉の移動ができないことに共にやむを得ない理   

由がある場合に限り、現実の住所地の市区町村において   

受理できる。  

・申請を受理した都道府県等は、住民票所在地の都道府   

県等と連絡をとり、手当が二重支給とならないことを確   

認する。  

配偶者がある受給資格者又は法  

第10粂に規定する扶養義務者  

がある母畳ふふ娃笈である受給  

資格者若しくは徒弟11粂に規  

定する扶養義務者がある養育者  

である受給資格者の当核配偶者  

又は当核扶養義務者の前年の所  

得についての添付書類  

（1）令第3粂及び第4粂による所得  ・市町村長の言正明書［規則第1粂第8号イコ  
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（4）現況届の記載及びその添付啓類等に不備がないときは、受付処理簿の受理欄及び   

現況届の市区町村受付年月日欄に受理年月日を記入するとともに、受給資格者に現   

況届の届出年月日を記入させるこよ。  

（5）現況届の記載及びその添付書類等の内容を審査£ゑこと丸、   

なお、届出に係る事実を明確にするため、特に必要があると絡めるときは、法泉   

29粂の規定による調査を甲い、又は、抵第30粂に規定する措置をとる㍊。  

（6）審査の結果、引き続巳工手当の全部支給を行う曳盟と決定したときは、次による   

㍊。   

ア．受付処理簿の宰査結果欄に継続支給の旨を記入するこよ。   

イ．受給資格者台帳の区分欄に所得の年を記入し、届出の有無欄の「有い「現況  

届」の文字及び該・非欄のー非」の文字を○で囲み、所得欄に必要な事項を記入   

するよ£。   

ウ．当該受給鷺施者につき、新たな証書を作成するふよ。   

エ・肋証春を交付し、受給資格者台帳の証書欄に証書交付年  

月日を記入するこへと。   

オ．受付処理辞の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ。  

（7）審査の結果、手当の全部又は一部の支給停止を受けていた者に2巳エ、手当の全   

額を支給することを決定したときは、次によること。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に支給停止解除の旨を記入するよよ。   

イ．受給資格者台帳の区分欄に所得の年を記入し、届出の有無欄の「有」・「現況  

届」の文字及び吉亥・非欄の「非」の文字を○で囲み、所得欄に必要な事項を記入  

するよと′。  

ウ・当該受給鷺盈者につき、新たな証春を作成する払  

額  

（2）法第10条規定する扶養親族等   

（控除対象配偶者及び扶養親族   

の有無及び数  

（3）所得税法に規定する老人扶養親   

族の有無及び数  

（4）令弟4粂泰2項第1号から第且  

号の規定に該当するとき  

・市町村長の証明書［規則第1粂第8号イ］  

・市町村長の証明書［規則第1条第8号イ］  

・市町村長の証明普［規則第1粂第8号ロ］  

受給資格者が母であり、前夫か  

らの児童の養育に必要な費用に  

関し受取人が母菱ふエ法児童の  

兄島忠泉食  

前年の所得についての添付書類  

（1）法第9粂第2項及び令第3条に   

規定する当該費用  

・養育費等に関する申告書［平成14年雇児  

発第0726003号］   

（注意事項）  

L認定請求書を参照  
、  

5 現況届の処理について〔準則］   

現況届の痕出を受けたときは、おおむね、次によヱエ処理する息盟よまゑ。  

（1）受付処理蒋の件名～遁虜⊥へ規及び受付〉強運嵐L欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、現況届の記載及びその添付書類等に不備がないかどうか検討する㍊。   

なお、添付書類等が省略されているときは、現温風の余白に省略された書類の名   

称を記入するこふ  

（2）．現況届の記載に容易に補正できない程度の誤りがあるとき、農法ゑゑ添付書類等   

に著しい不備があるときは、現況届を受給資格者に返付し、受付処理簿の返付欄に   

返付年月日及び返付事由を記入すやこふ  

（3）受給資格者が返付された現況届を補正して再提出したときは、受付処理簿の受付   

欄に再提出受付年月日を記入するエふ  

且且弧  

盈・受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入する㍊。  
（8）審査の結果、手当の全部又は一都を支給停止することを決定したときは、次によ   

るこよ。   

ア、受付処理簿の審査結果欄に手当の全部又は一部を支給停止とする旨を記入する   

忘．よ．。   

イ．受給資格者台帳の区分欄に所得の牢を記入し、届出の有無欄の「有」t「現況   

届」の文字及び該・非欄の「吾亥」又は「一部該」の文字を○で囲み、所得欄に必   

要な事項を記入する£よ。  
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「′‾′〆′‾ノ‾′β′‾′‾ノ‾／〟′‾′ 
1  

享異・障害の状態の届出i［規則第4条の2・様式第2号（‾）～（六）］                                             ヽ  

ヽ．．＿ソ＿■′＿■′．■′一′■－′■■′J■・′．■－′．■■”－′▲  

児童扶養手当の支給が行われている児童が、政令別表第1に定める程度の障害の状態  

にあるときは、当該児童が18歳に達した日以後の最初の3月31日が終了したとき、  

速やかに障害の状態に関する届出を行う。  

1障害の状態の届出に必要な書類  

当核障害の状態に関する医師又は歯科医師の診断脊。  
■■－－■■－－－■－■■－－－－－－一一－■＋一－ －－－－－一－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－■■■■■－－－●－■■－●  

ェ．認定請求書を参照  

且且弧、  

については   

曳・受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するこふ，  

2陣容の状態の届出の処理について［準則］   

障害診断書の提出を受けたときは、おおむね、次により処理する。  

（1）受付処理簿の件名～胤、欄及び受付凰欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、 

なお、障害診断審が省略されているときは、受給資格者台帳の備考欄に省略事由   

及び省略した旨を記入するこよ。  

（2）障宰診断書に不備があるときは、障害診断幸を受給資格者に返付し、受付処理辞   

の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入するよよ。  

（3）受給資格者が返付された障害診断審を補正して再提出したときは、受付処理簿の   

受付J氏後払L欄に再提出受付年月日を記入する£よ。  

（4）障害診断書に不備がないときば、受付処理辞の受理欄に受理年月日を記入して、   

その内容を審査する£よ。  

なお、障事診断音の事実を確認するため、特に必要があると絡めるときは、法簑   

29粂の規定による調査を行い、又は、法第30粂に規定する措置をとる三′よ。  

（5）審査の結果、当該児童分について引き続き手当の支給を行うものと決定したとき   

は、次によるこよ。   

ア．受付処理簿の審査結果欄に当該児童分継続支給の旨を記入する三ふ   

イ．受給資格者台帳に所要の補正を行うよよ。  
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ウ．障害診断書に添えられた証書に継続支給に関する所要事項を記載し、又は新た   

な証書を作成するこよ。   

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄すること。  

ェ．証書を盈鎗敦旗煮に交付ふ受給資格者台帳の証書欄に証書交付年月日を記入   

するよよ。  

オ．受付処理辞の処理経過欄に処理済年月日を記入するこ£。  

「′‾′‾′〟ノ‾′‾′‾′‾／‾′‾′ 
l  

ヽヽ ！Ⅷ．氏名変更の届出！［規則第5条］  
l          、 ヽJ■r′一′一′■；－・′■－′一－・′■■′■■′′■－′■■■・rメ  

受給資格者は、氏名を変更したときは、14日以内に氏名変更の届出をする。  

1氏名変更の届出に必要な書類  

受給資格者の戸籍抄本。  

（注意事項）  

エ・認定請求書参照  

2 氏名変更の届出の処理について［準則］   

氏名変更届の提出を受けたときは、おおむね、次により処理する曳比£ゑ。  

（1）受付処理簿の件名J鼻息」欄及び受付J毘鼠敗L欄に件名、氏名及び受付年月日  

（6）審査の結果、当該児童釧こついて乱蔓凰ま手当の  

ことを決定したときは、おおむね、次により処理するこよ。  

ア．受付処理簿の審査結果欄に改定の旨を記入する£よノ，  

イ．受給資格者台帳に所要の事項を記入するこふ   

り．障害診断書に添えられた証啓に改定に関する所要事項を記載し、又は新たな証   

書を作成するこよ。  

なお、新たな証書を作成したときは、従前の証書を廃棄する㍊′。  

ェ．手当額改定通知審及び証書を受給資格者に交付し、受給資格者台帳の証書欄に   

証書交付年月日を記入するよよ。  

ただし、全部支給停止者に対しては、証書を作成しないニ〈ヒ。   

オ．受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ。  

（7）審査の結果、当該児童分について創見絶息手当の支給を行わないことにより受給   

資格がないものと決定したときは、おおむね、．次により処理するよふ   

ア．番号簿の当該備考欄に受給資格喪失の旨を記入し、当該部分の全体に斜線（朱   

書）を付す主よ。   

イ．受給資格者台帳の受給資格喪失梱に当該所定事項を記入し、これを支給廃止辞   

に編入する㍊。   

ウ．当該台帳索引票の備考欄に受給資格喪失の旨を記入し、これを台帳索引時から   

除去するよと。   

エ．障審診断書に添えられた証書を廃棄するこよ。   

オ．資格喪失通知垂（規則様式第15号）を受給資格者に交付するこよ′。   

カ．受付処理済の処理経過欄に処理済年月日を記入するこふ  

に不備がないかどうか検討するこ  を記入し、氏名変更届   

よノ。  

（2）氏名変更届の記載に容易に補正することができない程度の誤りがあるとき、又は   

その添付書類に著しい不備があると′きは、氏名変更届を受給資格者に返付し、受付   

処理簿の返付欄に返付年月日及び返付事由を記入するこよ。  

（3）受給資格者が返付された氏名変更届を補正して再提出したときは、受付処理枠の  

受付、胤欄に再提出受付年月日を記入する三ふ  

（4）氏名変更届の記載及びその添付書類に不備がないときは、受付処理簿の受理欄及   

び氏名変更届の市区町村受付年月日卿こ受理年月日を記入するとともに、受給資格   

者に氏名変更届の届出年月日を記入させ、その内容を審査するこよ。  

（6）番号膵の氏名欄を訂正し、備考欄に訂正年月日を記入すること．  

（6）受給資格者台帳及び台帳索引栗の氏名欄を訂正すること。  

（7）氏名変更届に添えられた証書の氏名欄を訂正する辻  

（8）証書を受給豊漁者に返付し、受給資格者台帳の証香欄に証審返付年月日を記入す   

るニ（ヒ。  

（9）受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入する。  
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「′タ′‾′‾′〆′‾′‾ノ‾′‾′‾／ 
l  

ヽ＼ きⅨ．住所変更の届出！［規則第6粂、昭和60年児発第662号］  
l ■■′．－・′■■ノー′■■′一′■■′一・′一′．■－■入   

受給資格者が、都道府県等の区域を超えて住所を変更しようとするときは、あらかじ  

め、住所変更の届出を行う。   

また、受給資格者が住所を変更したときは、14日以内に、住所変更の届出を行う。   

なお、住所変更に伴い、支払金融機関に変更がある場合は、住所変更後の都  

道府県等に支払金融機関の変更に係る届を行う。  

1住所変更の届出に必要な書類  

都道府県等の区域を超えて住所を変更したときは、変更後の住所地の世帯全長の   

住民票。  

2住所変更の届出の処理について［準則〕  

住所変更届又は支払金融機関変更届（以下「住所変更届等」という。）の提出を   

受けたときは、おおむね、次により処理する丸汲よまゑ。  

［都道府県等の区域内の住所変更］  

（1）受付処理簿の件名～胤、欄及び受付鹿敗～欄に件名、氏名及び受付年月日   

を記入し、住所変更届等の記載に不備がないかどうか検討する£ふ，  

（2）住所変更届等の記載に容易に補正することができない程度の誤りがあるときは、   

住所変更届等を受給資格者に返付し、受付処理簿の返付欄に返付年月日及び返付事   

由を記入する£よ。  

（3）受給資格者が返付された住所琴更届等を補正して再提出したときは、受付処理簿   

の受付」蔑盈鼠L欄に再提出受付年月日を記入するこよ。  

（4）住所変更届等の記掛こ不備がないときは、受付処理簿の受理欄鹿追ま政変真底箆  

◎ ※の欄は記入する必要がありません。  

◎ 字は棺審ではっきりと書いてください。記名押印に代えて署名   

することができます。  
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○他の都道府県等に転出、トた受給者で、住所変更等の届出をしていないものに対して   

は、都道府県等が相互に連絡をとり放任所地の市町村を通じて住所変更届を   

提出するよう受給者に通知されたい。  

○他の都道府県等より転入した者（移管手続は完了していない）について調査したと   

ころ家長鼠ゑ住所地在住時より事実婚があったことが判明した。この場合資格喪失、   

返納金等の手続きは盈放任所地の都道府県等で処理する。  

［都道府県等の区域を超える住所変更］  

○ 変更前の住所地の都道府県等の事務  

上記の（1）から（4）の事務を行う。  

いは行わな  るまでは   

鹿と蛮悪鬼の都道府県尊から、当核受給資格者の受給資格者台帳の写しの送付を求め   

られたときは、台帳の写しを送付し、その旨を受給資格者台帳の備考欄に記入する   

こよ′。  

皿証書？返付を受けたときは、番号簿の当該備考欄に移管の旨を記入し、当該部分   

の全体に斜線（先番）を付す㍊。  

j乱受給資格者台帳の証書欄に証書の返付を受けた年月日を、備考欄に移管の旨をそ   

れぞれ記入しこれを支給廃止浄に編入するこ息。  

此当該台帳索引票の備考欄に移管の旨を記入し、これ車台帳索引薄から除去するよ  

○ 変更後の住所地の都道府県等の事務  

上記の（1）から（4）の事務を行う。  

（5）蛮度敢の都道府県等に対して当該受給資格者の受給資格者台帳の写しの送付を革   

めるとともに、文書で変更前後住所・証書の番号・転入年月日並びに新たな支払金   

融機関を通知するこふ  

（6）住所変更届等に添えられた従前の証書に「無効」の印を押印し変夏煎の都道府県   

等に返付し、受付処理膵の備考欄に証書返付年月日を記入するこよノ。・  

（7）受給資格者台帳の重しの送付を受けたときは、当該受給資格者についての当該都   

道府県等の番号を決定し、番号帝に当該所定事項を記入するこよ．  

（8）当該受鱒資格者に2息、当声亥都道府県等の受給資格者台帳を作成するこよ0   

この場合、備考欄に変監軌a部産度展覧から移管された旨を記入するこよ。  

（9）当該受給資格者に2え、台帳索引葉を作成し、台帳索引簿を整理するこよ。  

（10）当核受給鷺扱者に2息、艶貼証書を作成する追  

（11）蓋盈蓋批証昔を呈蕗受給者に交付し、受給資格者台帳の証書欄に   

証書交付年月日を記入する三ふ，  

（12）受付処理簿の処理経過欄に処理済年月日を記入するこよ。左払点戯底濃度姓  
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